（様式5）
年　　月　　日

江　戸　川　区　長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　(報告者)
認定番号　　　

企業名
　　　　　　　　　　　　　　　　住所・電話
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　（担当者　　　　　　　　電話　　　　　　　）
江戸川区長期育休支援制度事業育休者就労状況等報告書
　江戸川区長期育休支援制度補助要綱第９条第７項の規定に基づき、下記のとおり育休者の就労状況等を報告します。
記
【育休者の就労状況等】
育休者氏名　　　　　　　　　　　　　　／生年月日　　　　年　　月　　日　　　　　報告期間①　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	育休者
	

	労働日数
	　日　　　

	労働時間
	　時間　　

	賃金月額（支払われた賃金）
	　円　　　

	スムーズな職場復帰に
向けた支援策
	(例：○月○日子連れ出社面談を実施　次回○月○日予定)


報告期間②　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	育休者
	

	労働日数
	　日　　　

	労働時間
	　時間　　

	賃金月額（支払われた賃金）
	　円　　　

	スムーズな職場復帰に
向けた支援策
	(例：○月○日子連れ出社面談を実施　次回○月○日予定)


【企業等の認定要件についての確認】

□　江戸川区長期育休支援制度補助要綱第４条に規定する企業等の要件に係る
事項に変更はありません。
添付書類
　1育児休業給付金支給決定通知書（1歳6か月後）の写し（初回のみ）
　※賃金差額補助を活用する場合は省略可

　2育休者の育児休業給付金支給期間最終月の賃金台帳（初回のみ）
　※賃金差額補助を活用する場合は省略可

　3育休者の報告期間①と②に対応する賃金台帳
備考
・賃金差額補助を活用する場合、同補助金申請書と一緒に本報告書を提出してください。
・上記補助の活用がなく、育休支援金のみ育休者が申請する場合、本報告書を提出してください。

※本報告をもって長期育休支援金交付となるので、必ず提出をお願いします。
※育休者の長期育休支援金の申請は、育児休業（国制度）が終了した後と年度替わりの２回行いますが、本報告書は初回の申請から２か月に１回提出してください。
・報告期間は、各企業等の賃金計算期間となります。
・報告期間①に申請月の前々月を、報告期間②に申請月の前月を記載してください。
・賃金差額補助を活用しない場合は、スムーズな職場復帰に向けた支援策を記載してください。
